
Ⅰ F06 技術史的認識を 産業政策に直接応用できるか 

0 土屋新五郎 ( エンジニアリンバ 振興協会 ) 

1. はじめに 

筆者は 2001 年 9 月から 2003 年 9 月までの 2 年間、 ベトナムの計画・ 投資 

省 において中小企業振興計画策定のアドバイザーを 務めた。 同国では、 一握りの 

国営企業と覚資系企業を 除くと 殆 んど全ての企業が 中小企業であ る。 また、 同国 

は社会主義国であ り、 民間企業が公式に 存在できるようになったのでさえ 1990 

年 のことであ る。 ベトナムは一人当たり ODP が 400 ドルに満たない 後発開発途 

上国であ り、 産業は第 1 次産業と第 3 次産業に偏っており、 製造業の比率が 低い。 

このような国において 経済開発を行っていくためには、 全産業の開発が 必要 

であ るが、 殊更に製造業の 振興が重要であ りかつ効果的であ る。 しかし、 製造業 

が低迷しているについては、 低迷するだけの 理由があ るほずであ り、 その障害を 取り除くことが 製造業振興の 第一手段であ る 

この低迷の理由を 明らかにするために、 製造業の現状分析を 統計分析と実地 

調査により行った。 分析結果から、 ベトナムの「製造業が 実需要に応えられない」 

ために 「工業製品・ 部品の輸入」 という状況を 招いており、 これが「製造業の 不 

振」 というような「後発開発途上国共通の 問題」 を引き起こしているという 認識 

に達した。 「製造業が実需要に 応えられない」ために 生じた「後発開発途上 - 国共通 

の 問題」であ るとすれば、 原因としてもっとも 可能性が高いのは「技術的な 能力 

の問題であ る」 ということになる。 後発開発途上国、 製造業全体に 共通ずるよう 

な 技術的能力問題とは い かなるものであ るかというと、 多分「現代の 工業生産体 

系 」 に関わるもので、 それに べ トナムの生産体系が 適合していないということで 

あ ろう。 

これを説明する 仮説として、 「互換性部品製造技術」 を持っか持たないかが、 

「先進的開発途ヒ 国と後発開発途上国を 分けている」 というものを 立てた。 

この説が「正しいか 否か」 ということを 検証することを 主目的に実地調査を 

行った。 ぞの結果「この 説が正しい」 という傍証が 得られ、 これに反する 例は無 

かったので、 それを報告する。 また、 この問題を解決していくために 採用可能な 

技術政策を提案した。 

2. 現代工業生産の 特徴 産業革命以降の 近代・現代の 工業生産に特徴的なのは 分業システムであ る 

工場制手工業 (Manu № cture) は手工業的技術に 基づきながらも、 分業生産により 
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生産効率を上げていたし、 その後に続く 機械 制 大工業 (Great  lnduStry  by 

machln ぴ y) は生産機械の 使用と分業が 特徴であ る。 現代工業はこの 機械 制 大工業 

の発展形であ るが、 「互換性部品」という「生産者を 問わない」「互換性を 持った」 

「部品」を組み 立てることにより、 最終消費財、 生産財を生産するという 形態を 

とる。 これは、 現代の工業製品が 多数の部品から 成り立つために 不可避の生産 形 

態であ る。 たとえば自動車なら ～ 2 万点、 パソコンなら ～ 3 千点といわれるよう 

な多数の部品から 成り立っ。 これら膨大な 数の部品からなる 製品を、 互換性部品 

を用 い ずに、 部品一品一品をすり 合わせ調節しながら 組み立てるという 方法は現 

実には実現できない。 アセンブリーメーカーを 頂点とする多数の 互換性部品製造 

業者 ( 裾野産業 ) が「互換性を 持っ部品」を 介して分業生産しているのが 現代の 

工業生産なのであ る。 工場制手工業と 機械 制 大工業の差は 主として生産機械の 使 

用であ るが、 これらを分業の 範囲の違いとして 分類しなおすと 面白い。 つまり、 

分業は工場、 企業、 国の境を越えて 行 う ことができ、 工場制手工業は 同 - 工場内 

の継起的分業であ り、 機械 網 大工業は糸の 生産、 布の生産、 縫製というよ う にス 

テージごとの 企業間の分業、 そして現在は 国境を越えた 分業生産となる。 国境 ま 

でも越えた分業を 可能にする技術が 互換性部品製造技術であ る " そして、 分業の 

限界を超える 毎に競争が激しくなり、 ( 価格が低下するというような ) 自由競争 原 

理 が強く働く。 現在の貿易自由化の 流れはこの方向を 示しており、 アセアン諸国 

においてはエ - 業 製品 ( 部品 ) 貿易を通じて 域内共同生産を 進めようとしている。 

アセアン地域では 既に AFTA が存在しており、 ベトナムでも 2005 年 1 月から 

AFTA が適用される。 

3. 互換性部品とは 

( 同一型 番の ) 部品を付加して 製品に近づける 場合、 同一型番号のどの 部品を 

取り出して組み 立てても、 組み立て可能であ り、 結果がまったく 同じとみなせる 

場合、 その部品を互換性部品とい う 

同一型番の補修部品の 場合、 最終製品メーカーが 適正な交換部品として 認め 

た場合「純正部品」といわれ、 他の独立メーカーが「交換可能と 保証」 した場合 

「コシ パチ 部品」 といわれる ( 場合によると 商標権 を侵害している「 偽 部品」 も 

あ る ) 。 たとえ性能に 差があ っても、 両者とも互換性部品であ る。 

4. 互換性部品の 歴史 

① 互換性部品の 考え方は、 戦場から始まった。 戦場で頻繁に 壊れる銃器の 部 

品 が互いに流用できれば、 戦力低下を最小限に 抑えることができる。 

1790 年代に、 フランス国営兵器廠で HIonore B № nk が互換性銃器部品 

を 製作 ( 工場制手工業による 生産。 互換性部品は 機械工業によらなくても 生 

産可能であ る ) 

フランス公使であ った Thom 朋 。 Ⅰ efferaonU 後の第 4 代人統領 ) は帰国に当 
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6. 技術政策の提案 

製造業振興の 為には「互換性部品」を 供給できる「男工育成」が 当面の目標と 

なる。 これはアセアン 域内における 生産統合に参加するためにも 必要であ る。 

互換性部品製造技術は 生産機械を使った 労働によって 実現される。 このため 

時代遅れになった 生産機械の更新と 労働者の訓練によって 実現するのが 第 - 義 的 

方法であ る。 しかし、 ベトナムには 産業資金の絶対的不足があ り、 これを補完す 

る融資制度も 十分に機能していない。 すると当面、 生産機械の大規模な 更新は期 

待できない。 また、 技能者訓練は 訓練用工作機械の 不足と政府による 急速な労働 

者 供給拡大要請のため「見学方式」が 採用されており、 そのためブラクティカ ル 

な訓練は行なわれていない。 すると、 「熟練」技能者の 供給拡大も期待できない。 

このような現状を 考えると、 第二義的方法として、 「既に比較的新しい 生産機 

械を持っている」、 「あ る程度の熟練技能者が 居る」 という条件で 対象中小企業を 

選別した上で、 それら中小企業を 対象に工場訪問指導により 「互換性部品の 生産 

技術を移転」するという 方法が考えられる。 また、 生産現場では 労働者数と見合 

った生産機械が 存在するので 非熟練労働者のブラクティカ ル な現場訓練も 可能で 

あ る。 

ここで指導する「互換性部品の 生産技術」とは、 「生産機械からワークを 取り 

外したときは 必ず計測し、 次 段階に不良品を 流さない」 という 「ゼロ・ディフ エ 

タト運動」であ り、 これによって 図面どおりの 製品を、 段階を追って 生産すると 

いう互換性部品工業生産の 手法が実現できるはずであ る。 また、 追加的に「生産 

性 改善運動」や「 小 グルーブ活動」を 教えることができればその 後の自律的発展 

に 期待できる。 

技術政策として「互換性部品生産技術の 移転」 を見ると、 周辺のアセアン 先 

進 諸国の例では、 「標準化」「品質管理」「生産性改善」知識の 普及のみを手段に 

20 年以上の時間を 使っても一部企業が 互換性部品の 生産が可能になるという レ 

ベルにとまっている。 これらアセアン 先進諸国と比べて、 ベトナム人の 能力が特 

別優れでいるという 証拠も無いので、 現在の施策のみにより 「互換性部品生産技 

術」の獲得を 図ると 20 年後に現在のアセアン 先進国のレベルに 達するというこ 

とになり、 「製造業の近代化」の 遅れを取り戻すことはできない。 また、 この 2() 

年の遅れは AFTA のようにアセアン 先進国との間で「 同 - 条件 ドの 競争」に晒さ 

れると致命的欠陥となる。 ここに示した 工場訪問「直接指導」によるモデル 中小 

企業 SI) の育成は - つの突破口となるはずであ る ( 直接指導が時 能 な企業数から 

見て効率的手法ではないが、 効果的手法であ る ) 。 

また、 これを実施する 組織としては、 ベトナムの「 如 01  政令 90 号」 によ 

り設置が約束された「中小企業技術支援センター」 を充てることを 考えた。 いま 

だ決まっていない 支援対象「技術」 を当面「互換性部品技術」 に絞り込もうとい 

ぅ のであ る。 

(T) 
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